
１．支援金対象者となる者（該当する項目に☑） 

 □申請者と同じ  

□申請者以外(氏名)               (申請者との関係)       

 

２．支援金対象者該当区分（該当する項目に☑） 

□① 自然人・法人に問わず八丈町にて事業を行っており、自然人においては令 

和６年分の確定申告書（または住民税申告書）、法人においては令和６年分相当 

または直近にて法人事業概況説明書を提出しており、町内での従前事業活動を 

行う意思がある者。 

□② 自然人・法人に問わず八丈町にて令和７年１月１日から１０月８日までの間

に開業し、町内での従前事業活動を行う意思がある者。 

□③ その他、町長が特に必要と認めた者。 

 

３．添付書類と宣誓・誓約事項 

裏面に添付書類チェック欄と宣誓・誓約事項の署名欄があるため、確認と記入をし

てください。 

 

４．支援金振込先 

金融機関名 支店名 預金種別 口座番号 

  普通・当座  

口座名義人（カタカナ書き）  

 

 

 

 

 

 

第１号様式（第４条関係） 

年  月  日 

八丈町長 殿 

八丈町産業・観光再建支援金支給申請書兼請求書 

 

 八丈町産業・観光再建支援金について、生活再建及びその復旧の増進を図ること

を目的とした支援金の交付を受けたいため下記の必要書類を添付し、申請します。 

 
 
 
 

■申請者                  ■電話           

※法人においては代表者職氏名まで記載 

 

■住 所 東京都八丈島八丈町 三根･大賀郷･樫立･中之郷･末吉       番地 

※法人においては事業所住所                               

 

■事業内容区分     農業 ・ 水産業 ・ 観光業 ・ 商工業   

その他（                 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

別記第１号様式裏面（第４条関係） 

 

 

 

 

【宣誓・誓約事項】 

● 令和７年台風２２号２３号によって、損失（直接被災の他、停電・断水による

事業停滞を含める。）が生じていることを宣誓します。 

● 支援金受領後も継続して、町内で事業活動を行う意思があります。 

● 暴力団、暴力団員又はそれらと密接な関係を有すものではありません。 

● 町から調査・検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応

じます。 

● 申請書類に記載された情報を税務情報として使用することに同意します。 

● 申請書類に記載された内容は事実と相違ありません。また、対象者要件に該当

しない事実や虚偽等があった場合は、支援金の返還に応じます。 

 

 

 

                  署名                   

 

  添 付 書 類 【該当するものに☑】 チェック欄 

既存 

事業者 

【個人】令和６年分確定申告書（または住民税申告書）及び 

決算書（収支内訳書）の写し 

【法人】法人事業概況説明書 

 ※町内に事業所を有すること及び事業内容が確認できる書類 

□ 

新規 

事業者 

①開業から１０月８日までの事業収入が確認できる書類 

②開業届または、事業内容が証明できる書類  
□ 

共通 
振込先口座の通帳（写） 

 ※口座名義のフリガナが確認できるページ 
□ 


